貿易取引案件において選択されるFOB，CFR，CIF 条件の集中度に関する一考察 : 2015年に引き合い案件データベース"TTPP"に登録された新着案件の分析から by 杉山 晴信








された。インコタームズはその後 2 回の改訂（1990 年，2000 年）を経て現行






る。また，2011 年 1 月 1 日に発効した現行の IncotermsⓇ2010 から，FCA	rule
（FCA 規則）や CIP	rule（CIP 規則）のように，各々の貿易条件を表わすアルファ























































ちなみに，TTPP は世界 170 ヶ国以上のユーザーが利用しているデータベー
スであり，①自社の希望案件を探して問合せをする，②自社の取引案件を登録
して問合せを待つ，という 2 つの方法で利用することができる5）。これまで筆
者は，TTPP を活用して 2009 年と 2010 年に行った貿易条件の使用状況につ
いての調査（以下，それぞれ 2009 年調査，2010 年調査という）に基づき，引
き合い段階の貿易取引案件においても，選択される貿易条件は在来船専用の
FOB，CFR，CIF3 条件に集中していることを本紀要に報告した6）。
　ところで，2010 年調査を実施してから約 5 年が経過した 2015 年 9 月より，
筆者は勤務先である獨協大学から 1 年間の長期学外研修の機会を与えられた。
過去 2 回の調査は，それぞれ当該年の 6 月 1 日を起点として，新着の貿易取引
案件が 1,000 件分に達するまでの期間に調査対象を限定した，比較的規模の小
さなものであった。そこで，今般の学外研修を好機として調査規模を一気に拡
大し，2015 年の暦年 1 年間に TTPP に新着案件として登録された全貿易取引
いわゆるコンテナ・トレード・タームズは計 9％（FCA4％，CPT2％，CIP3％）で
あったという。
 5）TTPP の詳細については，JETRO のサイト http//www.jetro.go.jp/ttppj/ を参照さ
れたい。






















　2015 年の暦年 1 年間に TTPP に新着案件（todayʼs	proposals）の登録が行









案件は 455 件，両者を合計した売買案件は 2,430 件であった。
　上記のように，2015 年に TTPP に新着案件が登録された日数は 242 日で
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対 1 であるが，この比率は 2009 年調査および 2010 年調査でもほぼ一定であっ
た。つまり，TTPP に登録される貿易取引案件は圧倒的に売り案件が多く，買
い案件の約 4 倍の件数になる。
　ところで，2009 年調査と 2010 年調査では，原則として，案件の登録国／地
域と相手の交流希望地（target	country/area）が異なっている売買案件であ
ること，すなわち，明らかに国際売買取引の引き合い案件であることを調査対
象の条件にした。しかし，2011 年 1 月 1 日に発効した現行（最新版）の Inco-








EXCEL に下記の登録事項を入力し，合計 2,430 件に及ぶ貿易取引案件（売り
案件 1,975 件，買い案件 455 件）のデータベースを作成した。
①登録年月日


































10）Incoterms	2000 の 13 条件が IncotermsⓇ2010 で 11 条件に減少したのは，いわゆる
持込渡条件が 5 条件から 3 条件に集約されたためである。前者のうち，DDP（Deliv-




















































































































14）GP は general	purpose の略記で，ここでは汎用のドライコンテナと同義である。ま




録国とする売買案件（日本発売買案件）は全調査案件 2,430 件中 1,157 件
（47.6％）あり，内訳は売り案件が 1,975 件中 913 件（46.2％），買い案件が 455







調査では売り案件 85.6％，買い案件 83.0％，売買案件全体で 85.1％，2010 年
調査では売り案件 85.4％，買い案件 82.9％，売買案件全体で 84.9％であったの










件数 構成比（％） 件数 構成比（％） 件数 構成比（％）
アジア（日本を除く）  	822  41.6 186  40.9 1,008  41.5
中　東 　	33 　1.7 　3 　0.7 　	36 　1.5
ロシア・CIS 　	28 　1.4 　3 　0.7 　	31 　1.3
欧　州 　	74 　3.7 　9 　2.0 　	83 　3.4
北　米 　	27 　1.4 　1 　0.2 　	28 　1.2
中南米 　	38 　1.9 　2 　0.4 　	40 　1.6
大洋州 　	14 　0.7 　3 　0.7 　	17 　0.7
アフリカ 　	26 　1.3 　4 　0.9 　	30 　1.2
日　本  	913  46.2 244  53.6 1,157  47.6
計 1,975 100.0 455 100.0 2,430 100.0





案件と定義したので，全調査案件 2,430 件中 932 件（38.4％）が対日売買案件
に該当する。その内訳は対日売り案件が 1,975 件中 626 件（31.7％），対日買い
案件が 455 件中 306 件（67.2％）であり，構成比ベースで後者が前者の 2 倍を
超える。過去 2 回の調査は調査期間，調査案件数，および交流希望地の分類法
が異なるが，日本を交流希望地に指定した売買案件（同時に他の交流希望地が





1,405 件（57.8％）がこれに該当する。その内訳は売り案件が 1,975 件中 1,289
























件数 構成比（％） 件数 構成比（％） 件数 構成比（％）
①全世界 1,082 54.8 105 23.1 1,187 48.8
②全世界（日本を除く） 207 10.5 11 2.4 218 9.0
③日本単独 542 27.4 289 63.5 831 34.2




48 2.4 28 6.2 76 3.1
⑥その他 12 0.6 5 1.1 17 0.7





　まず，国内売買案件の件数と構成比は，全調査案件 2,430 件の約 6 分の 1 に
あたる 400 件（16.5％），内訳は国内売り案件が 1,975 件中 239 件（12.1％），
国内買い案件が 455 件中 161 件（35.4％）であった。この 400 件の国内売買案
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　一方，MOQ 欄にコンテナ数量単位が表示されているコンテナ数量売買案件
（表 1 参照）については，全調査案件 2,430 件中の 664 件（27.3％）がこれに該
当し，その内訳はコンテナ数量売り案件が 1,975 件中 516 件（26.1％），コンテ








ちの 745 件（30.7％）であった16）。内訳は売り案件が 1,975 件中 510 件（28.5％），
買い案件が 455 件中 235 件（51.6％）であり，既述のように，各々を「指定な
し」に分類した。ちなみに，「指定なし」の売買案件の構成比は，2009 年調査
では 28.5％（売り案件 25.4％，買い案件 41.2％），2010 年調査では 31.1％（売
り案件 28.6％，買い案件 42.2％）であった。売買案件合計でみると，「指定な
し」の案件の構成比は 30％前後で推移し，大きな変化はない。しかし，買い
案件では大きく増加し，過去 2 回の調査では 40％強であったが，今回の調査



















り案件（1,975 件），買い案件（455 件），全調査案件（売買案件合計，2,430 件）
ごとに集計した結果である。まず，個別の貿易条件を全調査案件（件数，実質
構成比の順）でみると，FOB（880 件，52.2％）を首位に，以下 CIF（300 件，
17.8％），EXW（208 件，12.3％），CFR（206 件，12.2％）が続き，これら 4
条件の実質構成比の累計は 94.5％を占める。他の 9 条件については，FCA（39




面，CIF は 16.2％から 28.6％に，CFR は 11.7％から 15.9％にそれぞれ増加し
ている。すでに筆者は，FOB の構成比が買い案件で相対的に減少し，逆に
CFR および CIF の構成比が買い案件で相対的に増加する傾向があることを









18）2009 年調査と 2010 年調査における FOB，CFR，CIF の実質構成比を下の表に示す。
2009 年調査 2010 年調査
売り案件 買い案件 売買案件全体 売り案件 買い案件 売買案件全体
FOB 60.1％ 35.1％ 56.1％ 59.1％ 39.8％ 56.2％
CFR 11.7％ 23.7％ 13.6％ 11.0％ 25.0％ 13.1％
CIF  9.7％ 33.3％ 13.4％ 12.6％ 23.1％ 14.2％







め，価格の構成要素に運賃を含む CFR や，さらに保険料を含む CIF で案件を
提示することが可能となる。このような要因によって，買い案件における






























とした場合（4.1. 参照）と比較すると，当該 4 条件の順位は同じだが，実施構
成比の数値は EXW を除いてやや減少している。他の 9 条件については，
FCA（23 件，3.1％）と DDP（13 件，1.7％）を除いて実質構成比は 1％に満
たず（DAF と DES は皆無），非常に僅少である。また，買い案件における
FOB の相対的減少および CFR ／ CIF の相対的増加という傾向はここでもみ
られる。すなわち，FOB の実質構成比は，日本発売り案件の 52.4％に対して，
日本発買い案件では 41.2％と 11 ポイント以上も減少した反面，CIF は 16.4％



















EXW 186 9.4 12.7 22 4.8 10.0 208 8.6 12.3
FAS 9 0.5  0.6 1 0.2  0.5 10 0.4  0.6
FOB 793 40.2 54.1 87 19.1 39.5 880 36.2 52.2
FCA 35 1.8  2.4 4 0.9  1.8 39 1.6  2.3
CFR 171 8.7 11.7 35 7.7 15.9 206 8.5 12.2
CIF 237 12.0 16.2 63 13.8 28.6 300 12.3 17.8
CPT 7 0.4  0.5 0 0.0  0.0 7 0.3  0.4
CIP 4 0.2  0.3 2 0.4  0.9 6 0.2  0.4
DAF 0 0.0  0.0 0 0.0  0.0 0 0.0  0.0
DES 0 0.0  0.0 0 0.0  0.0 0 0.0  0.0
DEQ 1 0.1  0.1 1 0.2  0.5 2 0.1  0.1
DDU 10 0.5  0.7 2 0.4  0.9 12 0.5  0.7
DDP 12 0.6  0.8 3 0.7  1.4 15 0.6  0.9
小計 1,465 74.2 計/100.0 220 48.4 計/100.0 1,685 69.3 計/100.0
指定なし 510 25.8 235 51.6 745 30.7
計 1,975 100.0 455 100.0 2,430 100.0
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EXW 89 9.7 13.8 12 4.9 11.8 101 8.7 13.5
FAS 5 0.5  0.8 0 0.0  0.0 5 0.4  0.7
FOB 338 37.0 52.4 42 17.2 41.2 380 32.8 50.9
FCA 19 2.1  2.9 4 1.6  3.9 23 2.0  3.1
CFR 64 7.0  9.9 20 8.2 19.6 84 7.3 11.2
CIF 106 11.6 16.4 21 8.6 20.6 127 11.0 17.0
CPT 5 0.5  0.8 0 0.0  0.0 5 0.4  0.7
CIP 2 0.2  0.3 1 0.4  1.0 3 0.3  0.4
DAF 0 0.0  0.0 0 0.0  0.0 0 0.0  0.0
DES 0 0.0  0.0 0 0.0  0.0 0 0.0  0.0
DEQ 0 0.0  0.0 1 0.4  1.0 1 0.1  0.1
DDU 5 0.5  0.8 0 0.0  0.0 5 0.4  0.7
DDP 12 1.3  1.9 1 0.4  1.0 13 1.1  1.7
小計 645 70.6 計/100.0 102 41.8 計/100.0 747 64.6 計/100.0
指定なし 268 29.4 142 58.2 410 35.4




　表 6 は，対日売買案件 932 件（売り案件 626 件，買い案件 306 件）を集計
区分として，貿易条件の使用状況を集計した結果である。実質構成比の大きい
貿易条件を売買案件合計でみると，FOB（277 件，46.9％），CIF（120 件，
20.3％）CFR（80 件，13.5％），EXW（68 件，11.5％）の順に並び，これら 4
条件の実質構成比の累計は 92.2％を占める。他の貿易条件については，FCA
（14 件，2.4％），DDP（11 件，1.9％）および DDU（10 件，1.7％）の 3 条件は
10 件以上の売買案件で使用（選択）されたが，残りの 6 条件を使用した売買
案件は 4 件以下または皆無であった。なお，10 件の DDP と 4 件の DDU は，
後述のように，国内売り案件で使用されていた。
　既述の調査案件全体および日本発売買案件を集計区分とした場合と比較する




仲している。さらに，CFR と CIF の実質構成比は対日売り案件と対日買い案
件で逆方向に増減している。すなわち，CIF は対日買い案件で対日売り案件よ
りも 10 ポイント近く増加したが（17.9％→ 27.5％），CFR はむしろ減少に転じ
た（14.0％→ 12.1％）。これを要するに，対日売買案件を集計区分にした場合，
すでに調査案件全体および日本発売買案件において指摘した，買い案件におけ
る FOB の相対的減少および CFR ／ CIF の相対的増加という傾向の一端が崩
れることがわかった。
4.4．国内売買案件における貿易条件の使用状況

















41.2％）を筆頭に CIF（41 件，20.1％），EXW（30 件，14.7％），CFR（27 件，
13.2％）が続き，これら 4 条件の実質構成比の累計は 89.2％を占める。他の 9
条件についてみると，DDP は 10 件（4.9％）の案件（すべて国内売り案件）
で使用されているが，FAS，DAF，DES の 3 条件は皆無，残りの 5 条件を使



















EXW 53 8.5 12.0 15 4.9 10.1 68 7.3 11.5
FAS 1 0.2  0.2 1 0.3  0.7 2 0.2  0.3
FOB 209 33.4 47.3 68 22.2 45.6 277 29.9 46.9
FCA 12 1.9  2.7 2 0.7  1.3 14 1.5  2.4
CFR 62 9.9 14.0 18 5.9 12.1 80 8.6 13.5
CIF 79 12.6 17.9 41 13.4 27.5 120 13.0 20.3
CPT 4 0.6  0.9 0 0.0  0.0 4 0.4  0.7
CIP 3 0.5  0.7 0 0.0  0.0 3 0.3  0.5
DAF 0 0.0  0.0 0 0.0  0.0 0 0.0  0.0
DES 0 0.0  0.0 0 0.0  0.0 0 0.0  0.0
DEQ 1 0.2  0.2 1 0.3  0.7 2 0.2  0.3
DDU 8 1.3  1.8 2 0.7  1.3 10 1.1  1.7
DDP 10 1.6  2.3 1 0.3  0.7 11 1.2  1.9
小計 442 70.6 計/100.0 149 48.7 計/100.0 591 63.8 計/100.0
指定なし 184 29.4 157 51.3 341 36.8




対に，CIF は 21.3％から 17.5％に，CFR は 13.5％から 12.7％にそれぞれ減少
している。これを要するに，国内売買案件においては，調査案件全体および日
本発売買案件とは正反対の傾向，すなわち買い案件における FOB の相対的増
加および CFR ／ CIF の相対的減少という傾向がみられた。なお，奇しくも，
国内売り案件における CFR と EXW（各 19 件，13.5％），および国内買い案件
























EXW 19 7.9 13.5 11 6.8 17.5 30 7.5 14.7
FAS 0 0.0  0.0 0 0.0  0.0 0 0.0  0.0
FOB 54 22.6 38.3 30 18.6 47.6 84 21.0 41.2
FCA 1 0.4  0.7 2 1.2  3.2 3 0.8  1.5
CFR 19 7.9 13.5 8 5.0 12.7 27 6.8 13.2
CIF 30 12.6 21.3 11 6.8 17.5 41 10.3 20.1
CPT 2 0.8  1.4 0 0.0  0.0 2 0.5  1.0
CIP 2 0.8  1.4 0 0.0  0.0 2 0.5  1.0
DAF 0 0.0  0.0 0 0.0  0.0 0 0.0  0.0
DES 0 0.0  0.0 0 0.0  0.0 0 0.0  0.0
DEQ 0 0.0  0.0 1 0.6  1.6 1 0.3  0.5
DDU 4 1.7  2.8 0 0.0  0.0 4 1.0  2.0
DDP 10 4.2  7.1 0 0.0  0.0 10 2.5  4.9
小計 141 59.0 計/100.0 63 39.1 計/100.0 204 51.0 計/100.0
指定なし 98 41.0 98 60.9 196 49.0
計 239 100.0 161 100.0 400 100.0









地持込渡条件（関税込み）の DDP が 10 件の国内売り案件で使用されている
ことは興味深い。関税抜きの DDU も 4 件あり，両者を合わせて 9.9％と，国







事務管理人を選任しなければならない（関税法 95 条 1 項）。
4.5．コンテナ数量売買案件における貿易条件の使用状況




らの 4 条件のみで，実質構成比の累計が 96.9％にまで達し，他の 9 条件の使用
実態はほとんどない。首位の FOB の実質構成比は，コンテナ数量売り案件の
48.3％に対して，コンテナ数量買い案件では 42.4％と，若干減少した。一方，



































EXW 33 6.4  7.6 5 3.4  5.4 38 5.7  7.2
FAS 4 0.8  0.9 1 0.7  1.1 5 0.8  1.0
FOB 209 40.5 48.3 39 26.4 42.4 248 37.3 47.2
FCA 3 0.6  0.7 1 0.7  1.1 4 0.6  0.8
CFR 92 17.8 21.2 24 16.2 26.1 116 17.5 22.1
CIF 86 16.7 19.9 21 14.2 22.8 107 16.1 20.4
CPT 2 0.4  0.5 0 0.0  0.0 2 0.3  0.4
CIP 1 0.2  0.2 1 0.7  1.1 2 0.3  0.4
DAF 0 0.0  0.0 0 0.0  0.0 0 0.0  0.0
DES 0 0.0  0.0 0 0.0  0.0 0 0.0  0.0
DEQ 0 0.0  0.0 0 0.0  0.0 0 0.0  0.0
DDU 0 0.0  0.0 0 0.0  0.0 0 0.0  0.0
DDP 3 0.6  0.7 0 0.0  0.0 3 0.5  0.6
小計 433 83.9 計/100.0 92 62.2 計/100.0 525 79.1 計/100.0
指定なし 83 16.1 56 37.8 139 20.9
計 516 100.0 148 100.0 664 100.0




















　次に，表 5 ～表 8 から，日本発売買案件以下の 4 つの集計区分における
FOB，CFR，CIF 条件への集中度と FCA，CPT，CIP 条件の実質構成比の合

































構成比も併記して表 10 と表 11 に示そう。前二者と後者の間では調査期間と
案件数が大きく異なるため，必ずしも等価性のある比較とはいえないが，時系
列的な推移を観察することによって，当面の参考に供したい。































調査案件全体 売り 1,975 1,465 82.0 3.2
買い 455 220 84.0 2.7
売買合計 2,430 1,685 82.2 3.1
日本発売買案件 売り 913 645 78.7 4.0
買い 244 102 81.4 4.9
売買合計 1,157 747 79.1 4.2
対日売買案件 売り 626 442 79.2 4.3
買い 306 149 85.2 1.3
売買合計 932 591 80.7 3.6
国内売買案件 売り 239 141 73.1 3.5
買い 161 63 77.8 3.2
売買合計 400 204 74.5 3.5
コンテナ数量
売買案件　　
売り 516 433 89.4 1.4
買い 148 92 91.3 2.2





表 10．調査案件全体を集計区分とした場合の FOB/CFR/CIF 条件への集中度の推移
調査年 調査期間 案件区分 案件数 名目構成比（％） 実質構成比（％）
2009 年
2009 年 6 月 1 日～	
同年 11 月 17 日
売り 806 60.7	 81.4	
買い 194 54.1	 92.1	
売買合計 1,000 59.4	 83.1	
2010 年
2010 年 6 月 1 日～	
同年 10 月 8 日
売り 843 59.1	 82.7	
買い 187 50.8	 87.9	
売買合計 1,030 57.6	 83.5	
2015 年
（今回）
2015 年 1 月 5 日～	
同年 12 月 28 日
売り 1,975 60.9	 82.0	
買い 455 40.6	 84.0	
売買合計 2,430 57.0	 82.2	
表 11． コンテナ数量売買案件を集計区分とした場合の FOB/CFR/CIF 条件への集中度
の推移
調査年 調査期間 案件区分 案件数 名目構成比（％） 実質構成比（％）
2009 年
2009 年 6 月 1 日～	
同年 11 月 17 日
売り 154 75.3	 87.2	
買い 52 75.0	 92.9	
売買合計 206 75.2	 88.6	
2010 年
2010 年 6 月 1 日～	
同年 10 月 8 日
売り 164 78.0	 93.4	
買い 48 70.8	 89.5	
売買合計 212 76.4	 92.5	
2015 年
（今回）
2015 年 1 月 5 日～	
同年 12 月 28 日
売り 516 75.0	 89.4	
買い 148 56.8	 91.3	
売買合計 664 70.9	 89.7	
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らにアジア（日本を除く）を登録国／地域とする売買案件と合わせると 89.1％
にまで達する。TTPP が日本の JETRO によって運営されているためでもあろ
うが，そこに登録される売買案件の 90％近くが日本を含むアジア地域からの
案件であることに改めて注目しておきたい。なぜならば，日本の貿易に占める















貨 物 船（41,114 万 総 ト ン，33.9 ％）， オ イ ル タ ン カ ー（24,362 万 総 ト ン，





pdf/allpage2016.pdf,	p.	13（2016 年 10 月 16 日閲覧）
23）一般社団法人日本船主協会（2015）；海運統計要覧 2015（PDF 版）（以下，海運統
計要覧 2015），www.jsa.net.or.jp/data/pdf/2015 data30-1.pdf,	主要品目別海上荷動


































出は定期船（liner）によるコンテナ貨物の個品運送が多い。表 13 は，平成 24
（2012）年度の日本の海上貿易量（重量ベース）に関して，国土交通省海事局
による統計データ27）を筆者が要約し，さらに構成比を計算して作表したもので
27）国土交通省海事局；平成 24 年度	 我が国の海上貿易量，www.mlit.go.jp/common	
/001013347pdf お よ び www.mlit.go.jp/common/001013350pdf（2016 年 10 月 23 日
閲覧）
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　まず，前掲の表 9 によれば，本稿の調査対象となった 2,430 件の全売買案件














る貿易条件は，現行最新版の IncotermsⓇ2010 が規定する 11 条件ではなく，
旧版のインコタームズが規定する 13 条件（EXW，FAS，FOB，FCA，CFR，
CIF，CPT，CIP，DAF，DES，DEQ，DDU，DDP）である。このうち，下
線を施した 6 条件は在来船専用の貿易条件とされており，他の 7 条件は複合輸
送を含めたいかなる運送手段にも適用が可能とされている28）。そこで，表 4 の
データを用いて補正すると，在来船専用の貿易条件の正確な構成比は 82.2％の



























案件では，集中度は 78.7％，コンテナ 3 条件合計は 4.0％であり，それぞれ補





















構成比は 88.8％対 11.2％であるから，各々7.5 ポイントずつ過小ないし過大な
数値といえるが，乖離幅は日本発売買案件よりも若干緩和されている。
　次に，対日買い案件（日本からの輸出）と対日売り案件（日本への輸入）を
個別に検証する。表 9 に示すとおり，対日買い案件の集中度は 85.2％，コンテ
ナ 3 条件合計は 1.3％であり，各々表 6 のデータによって補正した後の構成比















売買案件合計の順にそれぞれ 73.1％，79.4％，75.0％であり，これらに表 7 の
データを加えて補正した在来船専用の貿易条件の構成比は，それぞれ 73.1％，
79.4％，75.0％である。他方，コンテナ 3 条件合計自体はいずれも 3％台と僅
少であるが，集中度が 70％台に緩和されているため，コンテナ輸送に適用さ
－ 32 － － 33 －
貿易取引案件において選択される	FOB，CFR，CIF 条件の集中度に関する一考察
れうる貿易条件の構成比は相対的に大きく，それぞれ 26.9％，20.7％，25.1％
である。国内売り案件の 73.1％対 26.9％という構成比を，表 13 の輸出におけ
る不定期船貨物とコンテナ貨物の構成比（72.4％対 27.6％）と比較すると，適
正値に非常に近似している数値であるといえる。これに対して，国内買い案件
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by	container	vessels	ever	since	 its	revision	 in	1980.	 	Scholars	have	pointed	
out,	however,	that	these	trade	terms	are	rarely	used	among	traders	at	home	
and	abroad,	and	they	still	keep	on	using	such	traditional	terms	as	FOB,	CFR	
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above	official	statistics;	 rather,	 it	seems	to	be	below	the	alleged	 legitimate	
concentration	ratio	of	these	three	terms.
